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2001 2002 2003 2004 2005 ～

e-Japan重点計画－2004

◆ＩＴ基本法

◆IT戦略本部設置
（本部長：内閣総理大臣）

e-Japan戦略

(2001年1月)

インフラ等、基盤整備

e-Japan戦略Ⅱ

(2003年7月)

戦略Ⅱ加速化ﾊﾟｯｹｰｼﾞ

(2004年2月)
世界最先端
のＩＴ国家

IT国家到達への
重点施策の明確化

「e-Japan重点計画」
(2001/3)

「e-Japan重点計画-2002」

(2002/6)

「e-Japan重点計画-2003」

(2003/8)

「ｅーＪａｐａｎ重点計画「ｅーＪａｐａｎ重点計画--20042004」」
（（2004/62004/6））

・２００５年世界最先端のＩＴ国家へ・２００５年世界最先端のＩＴ国家へ向けた目指す向けた目指す
べきべきＩＴ社会に向けての課題の克服ＩＴ社会に向けての課題の克服

ＩＴ利活用重視
（先導的７分野）
医療、食、生活、中小企業金融、
知、就労・労働、行政サービス

A：国際戦略（アジア等）
B：セキュリティ政策
C：コンテンツ政策
Ｄ：ＩＴ規制改革
Ｅ：評価
Ｆ：電子政府・電子自治体



220062005200420032002

重点計画-2002重点計画-2002

2001

○2005年の目標達成を確実にする施策
〔1〕加速化５分野
〔2〕先導的７分野
〔3〕インフラ

○2006年以降の布石となる施策

重点計画2004

IT基盤（ｲﾝﾌﾗ、制
度）の成果を踏まえ、
IT利活用に政策の
軸足を移行

IT基盤（ｲﾝﾌﾗ、制
度）の成果を踏まえ、
IT利活用に政策の
軸足を移行

e-Japan戦略

e-Japan戦略Ⅱ

e-Japan戦略Ⅱ加速化パッケージ

重点計画-2003重点計画-2003

e-Japan重点計画e-Japan重点計画

○重点政策5分野
に関する施策
（ＩＴ基本法第35条第2～6号）

○横断的な課題
に関する施策
（ＩＴ基本法第35条第7号）

Last ProgramLast Program
2005年に
世界最先端

Pre-ProgramPre-Program 2006年
以降も世界
最先端で
あり続ける

施策の考え方
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◎具体的施策については、担当府省、実施年限を明記

重点政策５分野 （１７６施策） 横断的課題 （４１施策）

（計 ３７０施策）

インフラ 人材・教育 電子商取引等

行政情報化 情報セキュリティ

研究開発 国際関係
デジタル・
ディバイド

新たな課題 国民の理解

加速化５分野 （４２施策）

インフラ（９施策）

国際政策（アジア）、セキュリティ、コンテンツ、

IT規制改革（e-文書）、電子政府・自治体

医療、食、生活、中小企業金融、知、就労・労働、

行政サービス
研究開発 インフラ

コンテンツ 行政の情報化

人材・教育 電子商取引等

国際政策 情報セキュリティ

先導的７分野 （９０施策）

2006年以降に向けての布石
（１２施策）

2005年の目標達成への施策の重点化・体制整備
（１４１施策）

e-Japan重点計画－2004の構成
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〔〔１－１〕加速化５分野：主な施策

〔２〕2006年以降に向けての布石：主な施策

〔１－2〕先導的７分野：主な施策

〔１－３〕インフラ：主な施策

○医療
電子ﾚｾﾌﾟﾄの普及促進等、16施策

○食 牛肉の履歴情報係るﾄﾚｰｻﾋﾞﾘﾃｨｼｽﾃﾑ
の普及等、７施策

○生活
在宅健康管理システム等、７施策

○中小企業金融
電子的手段による債権譲渡の推進等、5施策

○知
e-Learningの推進等、37施策

○就労・労働
官民連携した雇用情報ｼｽﾃﾑの充実等、13施策

○行政サービス
行政ﾎﾟｰﾀﾙｻｲﾄの整備等、５施策

○目標の再定義
高速ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｱｸｾｽ4000万加入
超高速ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｱｸｾｽ1000万加入

○国際政策 ・2国間に留まらず、多国間協力の推進へ

○情報ｾｷｭﾘﾃｨ ・政府全体で統一性ある高度な対策の実施

○人材・教育 ・ITのﾒﾘｯﾄを最大限活かした授業の実現

○電子商取引 ・電子商取引市場の質的な充実

○コンテンツ ・世界に誇れる日本発のｺﾝﾃﾝﾂ市場の拡大

○行政の情報化 ・高度なワンストップサービスの推進

○研究開発 ・国際競争力の維持に不可欠な技術の開発

○インフラ ・誰もが使える環境の実現

○アジア等ＩＴ分野の国際戦略（Ａ；Ａｓｉａ）国際政策の基本的な考え方をベースに７施策

○セキュリティ政策の強化（B; Block and Back-up :Security） 各府省庁共通の情報セキュリティ基準の策定等、10施策

○コンテンツ政策の推進（Ｃ；Ｃｏｎｔｅｎｔｓ） 日本版バイドール制度の拡充、コンテンツ人材の育成等、９施策

○ＩＴ規制改革の推進 （D; Deregulation） e-文書法案の策定等、５施策

○電子政府・電子自治体の推進(F；Friendly e-ｇovernment and e-local ｇovernment )
ワンストップ・サービスの整備、業務・システムの最適化計画の策定等、11施策
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e-Japan重点計画-2004(案)のこれまでの検討結果

■ パブリックコメント総数 449件 【提出者数 企業:27､その他の団体:20､外国政府:1､個人:348】

■ 記述の修正･追加 29箇所

■ 第２４回ＩＴ戦略本部（H16.4） e-Japan重点計画-2004作成の基本的考え方の了承

■ 第２５回ＩＴ戦略本部（H16.5） e-Japan重点計画-2004（案）の審議

結結 果果

これまでの経緯これまでの経緯

主な修正点主な修正点

・2006年以降、我が国が新しいIT社会のフロンティアを切り拓く開拓者

となることを目指す。
○ｷｬｯﾁｱｯﾌﾟからﾌﾛﾝﾃｨｱへ

・コンテンツ デジタルコンテンツ市場規模（05年度までに１兆円）

海外展開規模（05年度までに5000億円程度）

・セキュリティ達成年限（05年度までに対策を実施し、被害を最小限化）

○成果目標の明確化

・情報社会でのﾓﾗﾙ指導のあり方等に関するﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑを設置。

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑの検討結果を踏まえ、本年度中に必要な措置を講じる。
○情報社会でのﾓﾗﾙ教育・

指導の充実

パブリックコメントの実施


